
サイボー健康保険組合　サマリー　(第3期　令和6年度)
STEP1  基本情報

組合コード 43224
組合名称 サイボー健康保険組合
形態 単一
業種 繊維製品製造業
被保険者数
* 平均年齢は特例退職被保険者を除く

1,035名
男性76%（平均年齢42.5歳）*
女性24%（平均年齢41.1歳）*

特例退職被保険者数 0名
加入者数 1,856名
適用事業所数 13ヵ所
対象となる拠点数 55ヵ所
保険料率（調整を含む） 96‰

(歳)

(百人)

70-7465-6960-6455-5950-5445-4940-4435-3930-3425-2920-2415-1910-145-90-4

1.5 1 0.5 0 0.5 1 1.5
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

特定健康診査実施率 (全体) 87.5％ (被保険者) 98.7％ (被扶養者) 53.9％
特定保健指導実施率 (全体) 25.6％ (被保険者) 27.7％ (被扶養者) 0.0％


STEP2  健康課題の抽出

医療費総額が増えている。
カテゴリ：医療費・患者数

特定保健指導実施率が低い。
カテゴリ：医療費・患者数

高血圧症で内服治療中でかつ血圧値が受診勧奨基準値以上の者と、糖尿
病で内服治療中でかつ血糖値が受診勧奨基準値以上の者が一定数存在す
ることが確認された。

カテゴリ：健康状況

優先すべき課題  STEP3  保健事業の実施計画
事業全体の目的
-
事業全体の目標
-
職場環境の整備

1 禁煙対策事業の実施
加入者への意識づけ

1 加入者へのわかりやすい情報提供
個別の事業

1 特定健康診査受診率の向上
2 特定保健指導対象者の減少
3 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の利用促進
4 医療費通知の実施
5 人間ドック・脳ドック等の費用補助
6 ハイリスク者に対する受診勧奨の実施
7 成人病健診（がん健診）等の実施
8 婦人科健診の実施
9 インフルエンザ予防接種の補助

10 体力づくり
11 宿泊旅行の補助

令和6年04月03日  [ この内容は未確定です。] 
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STEP１-１ 基本情報
組合コード 43224
組合名称 サイボー健康保険組合
形態 単一
業種 繊維製品製造業

令和6年度 令和7年度 令和8年度
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

1,035名
男性76%

（平均年齢42.5歳）*
女性24%

（平均年齢41.1歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 1,856名 -名 -名
適用事業所数 13ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

55ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

96‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度 令和7年度 令和8年度
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 1 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 628 ∕ 718 ＝ 87.5 ％
被保険者 531 ∕ 538 ＝ 98.7 ％
被扶養者 97 ∕ 180 ＝ 53.9 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 31 ∕ 121 ＝ 25.6 ％
被保険者 31 ∕ 112 ＝ 27.7 ％
被扶養者 0 ∕ 9 ＝ 0.0 ％

令和6年度 令和7年度 令和8年度
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 851 822 - - - -
特定保健指導事業費 1,100 1,063 - - - -
保健指導宣伝費 1,118 1,080 - - - -
疾病予防費 8,610 8,319 - - - -
体育奨励費 496 479 - - - -
直営保養所費 1,200 1,159 - - - -
その他 0 0 - - - -
　
小計　…a 13,375 12,923 0 - 0 -
経常支出合計　…b 715,781 691,576 - - - -
a/b×100 （%） 1.87 - -

令和6年04月03日  [ この内容は未確定です。] 
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令和6年度 令和7年度

令和8年度

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

1.5 1 0.5 0 0.5 1 1.5
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

令和6年04月03日  [ この内容は未確定です。] 
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男性（被保険者）
令和6年度 令和7年度 令和8年度
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 1人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 82人 25〜29 85人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 79人 35〜39 93人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 90人 45〜49 102人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 102人 55〜59 69人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 47人 65〜69 30人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 11人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度 令和7年度 令和8年度
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 2人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 27人 25〜29 28人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 22人 35〜39 35人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 34人 45〜49 35人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 33人 55〜59 10人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 14人 65〜69 7人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度 令和7年度 令和8年度
0〜4 63人 5〜9 75人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 75人 15〜19 49人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 23人 25〜29 1人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 0人 35〜39 0人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 0人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 0人 55〜59 0人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 1人 65〜69 0人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度 令和7年度 令和8年度
0〜4 45人 5〜9 65人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 71人 15〜19 64人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 32人 25〜29 11人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 20人 35〜39 33人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 43人 45〜49 47人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 31人 55〜59 25人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 15人 65〜69 15人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 13人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴

1.被保険者が、1,000人程度の小規模な健康保険組合である。
2.被保険者の7割以上が、男性の被保険者である。
3.被保険者の平均年齢が、男女ともに過去より上がってきている。
4.当健康保険組合には、医療専門職が不在。
5.特定保健指導の実施率は、厚生労働省の目標値を大きく下回っている。
6.令和6年度の保健事業費の割合は、医療費や拠出金など他の経常支出が増えた為、低くなっている。

令和6年04月03日  [ この内容は未確定です。] 
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
1.生活習慣病のリスク保有者への対策は、特定保健指導のみである。
2.年に1回発行する機関誌を自宅に持ち帰らない被保険者が多い。
3.人間ドック、歯科健診は受診者が固定されている。
4.被扶養者の特定健診の受診率が一定以上なかなか上昇しない。
5.スポーツジムの利用者も固定化されている。

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　加入者への分りやすい情報提供
　疾病予防 　事業主と健康課題を共有して健康宣言！
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査受診率の向上
　特定保健指導事業 　特定保健指導の実施
　保健指導宣伝 　後発医薬品の使用促進
　保健指導宣伝 　医療費通知
　疾病予防 　人間ドック・脳ドックの補助
　疾病予防 　歯科健診の実施
　疾病予防 　受診勧奨通知
　疾病予防 　成人病健康診断の実施
　疾病予防 　婦人科健診の実施
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種の補助
　体育奨励 　体力づくり
　その他 　宿泊旅行の補助
事業主の取組
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

令和6年04月03日 [ この内容は未確定です。]
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職場環境の整備
加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2
加入者への分
りやすい情報
提供

本人の健診データに基づく個別性を重視した「情報提供」を実施する
。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 -

健診の実施日より、1か月以内にICTを
活用した
付加価値の高い健診結果の情報提供（
個別の
提供）をしてもらった。

加入者の健康意識の醸成、自発的な健
康の維持
改善行動の促進をするため。

健康に対する意識は、高くなっている
と
思われるが、健康状況・生活習慣の改
善
の結果までは、まだそれほど反映され
て
いない。

4

疾
病
予
防

1
事業主と健康
課題を共有し
て健康宣言！

全事業所の喫煙率の低減。 全て 男女
20
〜
75

加入者
全員 -

令和元年度より禁煙外来の保険診療に
適用する
方に対し、「禁煙外来補助金」を実施
。
補助金額は1万円とする。

コロナ禍の状況下で、禁煙をすること
のリスク等
を地道にアピールした結果、一部の方
が禁煙に
取り組んでくださった。

令和4年度の「禁煙外来補助金」申請は
、
0人であったが、禁煙に取り組んでくだ
さる
方は増えているので、制度の告知方法
等を
再構築する。

1

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康診査
受診率の向上

健診実施率を向上させ、生活習慣病の予防及び改善を図る。
医療機関との個別契約、巡回型健診の組み合わせで実施。 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 654

令和4年度特定健診対象者数は743名
その内の被扶養者数の対象者は186名
被保険者の特定健診受診者数は543名
被扶養者の特定健診受診者数は100名で
、
合計の受診者数は643名であった。

特定健診の実施目標の90％以上を達成
させる
ためには、被扶養者の受診率をあげる
ことが
必須であると考え上記の計画を実施し
ている。

被扶養者の受診率をあげるために、
更なる保健事業を構築し、令和5年度よ
り
実施する。

4

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
の実施

特定保健指導の実施率向上による生活習慣病のリスク保持者の生活習
慣・健康状況の改善。
保健指導対象者の減少。

全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 873

令和4年度の実施状況は以下の通り。
動機付け支援の対象者は49名。
終了者は13名。
積極的支援の対象者は55名。
終了者は19名であった。

事業主の協力のもと、勤務時間内に参
加して
もらえる体制を確立。
保健指導を実施する対象者の一人一人
に保健
指導を受けてもらう必要性を丁寧に説
明した
結果、意識付けが出来てきている。

特定保健指導を受診してもらっても対
象者から
抜け出せず毎年同じメンバーが対象と
なって
いることから今後は結果を重視した保
健指導
を実施する方法を検討する。

1

保
健
指
導
宣
伝

7 後発医薬品の
使用促進

後発医薬品の使用促進。
調剤医療費の適正化。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 -

令和4年度の後発医薬品の使用割合は、
前年度の
実績より約2％上昇して87.34％であっ
た。

後発医薬品の希望シールやシール等の
配布、
機関誌等を利用したアピール等、被保
険者・
被扶養者に対し後発医薬品の使用促進
を地道に
行なった成果が実を結んできたと思わ
れる。

使用割合が80％以下の実績になった場
合は、
差額通知等の実績も検討したい。

4

2,8 医療費通知 1年間で支払っている医療費の認識をしてもらう。
医療費の適正化。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 50

令和4年度の医療費通知を行なった世帯
は、
886世帯で昨年度より70世帯増加して
いる。
被保険者一人当たりの法定給付費の支
払額の
実績は昨年度と比較すると16,195円
増加している。

1年間で支払っている医療費を認識して
もらい、医療費の適正につなげるため
。
また確定申告の際の医療費控除にも
利用出来るという利便性も考慮してい
る。

通知回数が少ないため、被保険者の
チェツクする機会が減ったことが、
不安要素ではある。

4

疾
病
予
防

2,3
人間ドック・
脳ドックの補
助

健康状態の確認。
疾病の早期発見、早期治療による重症化の予防。 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 481 令和4年度の受診者実績数は15名で

昨年度より多少減っている。

疾病の早期発見・早期治療による重症
化予防と
して、遠方の被保険者・被扶養者が、
契約医療
機関以外でも受診出来る体制を構築し
ている。

節目年齢での受診を促進させるために
、
新たな保健事業を構築する必要性を
感じている。

1

令和6年04月03日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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3 歯科健診の実
施 齲歯、歯周病等の予防、早期発見、早期治癒を目指す。 全て 男女

0
〜
74

被保険
者,被扶

養者
55 令和4年度の実績も1名とさみしい結果

となった。

被保険者の利便性と不公平感の解消を
考えて
始めた保健事業である。
会場健診をすることが出来なくなった
という
理由もあった。

このまま契約を継続してもさほど
実績は上がらないであろうと考え、
令和5年度は契約を更新しないつもりで
すが、
歯科健診に対する新たな保健事業の構
築に
悩んでいる。

1

2,4 受診勧奨通知 健診結果が受診勧奨領域にある高リスク者を早期受診につなげる。 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 -

令和4年度の各種がん検診による受診勧
奨
対象者は35名であった。

早期受診・早期治療による重症化を予
防し、
医療費を削減するためである。

事業所とのコラボヘルスで、定期健診
の
結果からの受診勧奨も実施してみたが
、
対象者が多すぎて管理しきれなかった
。
受診勧奨の基準となる数値が、厳しす
ぎることが起因しているかもしれない
。

4

3 成人病健康診
断の実施 早期発見・早期治療による医療費の削減。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 4,332

令和4年度の実績値は以下の通り。
血液・尿検査　672名（受診率100％）
胃部検査　　　326名（受診率58％）
大腸がん検査　469名（受診率84％）
前立腺検査　　196名（受診率60％）
子宮がん検査　 10名（受診率4％）
肺がん喀痰検査　33名

情報誌を利用し、がん検診における早
期発見・
早期治療の大切さを加入者に意識させ
た。
事業所で実施している定期健診と成人
病健診を
同時に出来るように設定している。

令和4年度より会場健診で行っていた
子宮がん検診の自己採取法を中止した
為
受診率が、大幅に減ってしまった。

2

3 婦人科健診の
実施 婦人科疾患の早期発見及び早期治療による重症化の予防。 全て 女性

40
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

176
令和4年度の子宮がん検診の受診実績は
、
186人中41人で前年度の実績より多少
減少した。

令和4年度から巡回健診で行っていた子
宮がん
検診の自己採取法が中止となる為、
とりあえず、子宮がん検診の補助規程
を新設して
対応をした。

被扶養者の子宮がん検診の補助の申請
者は、
公告がよく周知されなかったせいか、
申請実績は1名であった。
今後原因を追求し、改善していく。

1

3
インフルエン
ザ予防接種の
補助

インフルエンザの予防及び重篤化の予防。 全て 男女
3

〜
74

被保険
者,被扶

養者
1,103

予防接種期間は、令和4年10月から
令和5年2月末まで。
令和5年度は、延べ920人の方が接種し
ました。

重症化予防の保健事業として定着して
いる。
事業所でも予防接種を積極的に受ける
ように
働きかけている。

集団予防接種が受けれなかった方は、
後日医療機関で各自接種してもらうこ
とも
認めているがそのまま受けない方もい
る。

3

体
育
奨
励

2,5 体力づくり 加入者への運動習慣の定着。
特定保健指導後の健康づくりの機会の提供。 全て 男女

16
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 396

令和4年度の施設利用者の実績は、
1か月で約3名の利用出、一人当たりの
利用回数は約3回であった。

各事業所の本社の近くにあるスポーツ
ジムの為
仕事帰りなど気軽に利用できる。
遠方の被保険者の方も利用できるよう
に
事業所の協力を得て利用できる施設エ
リアを
拡大した。

利用者がきまっている。
（同じ人しか利用しない。）
遠方の被保険者が利用できる施設は、
特別割引料金の対象となっていない為
、
利用者が少ない。

1

そ
の
他

5 宿泊旅行の補
助 加入者の健康保持やリフレッシュ（メンタルケア） 全て 男女

4
〜
74

被保険
者,被扶

養者 225
令和4年度の申請件数は、コロナ禍が
落ち着いてきたこともあり昨年度より
増加して48件となった。

毎年発行する機関誌で周知をしている
保健事業であり、新入社員で被保険者
に
なられた方にも健保組合の業務に関わ
りやすい
保健事業として定着している。

コロナ禍によって生活様式が一変し、
旅行等に行かれる人も減ってしまいま
したが、
早く元の生活様式に戻れることを
期待します。

1

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

令和6年04月03日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

6



事業主の取組

令和6年04月03日 [ この内容は未確定です。]

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

7



STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント

ア - 特定健診分析 -

イ - 特定保健指導分析 -

ウ - 健康リスク分析 -

令和6年04月03日  [ この内容は未確定です。] 

8



エ - 健康リスク分析 -

オ - 健康リスク分析 -

カ - 医療費・患者数分析 -

キ - 医療費・患者数分析 -

令和6年04月03日  [ この内容は未確定です。] 

9



ク - 医療費・患者数分析 -

ケ - 医療費・患者数分析 -

コ - 医療費・患者数分析 -

サ - 特定保健指導分析 -

令和6年04月03日  [ この内容は未確定です。] 

10
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

医療費総額が増えている。  コロナウイルス感染症による受診控えから医療費の
総額が年々増えている。
疾病分類別に医療費を分析した結果、新生物の医療費が
ここにきて増えていることが判明した。
早期発見・早期治療を目的とし、医療費を削減する保健事業を構築する
。

2
特定保健指導実施率が低い。  過去に特定保健指導を受けた方が生活習慣の改善出来ず

に再び対象者になり、2回目以降の特定保健指導を受けたがらなくなる
といった状況になっている。
改善率を上げ再び対象者にならないよう、健康に対する意識改革と特定
保健指導の実施方法を模索中である。

3
高血圧症で内服治療中でかつ血圧値が受診勧奨基準値以上の者と、糖尿病で
内服治療中でかつ血糖値が受診勧奨基準値以上の者が一定数存在することが
確認された。

 事業所とのコラボヘルスにより受診勧奨を積極的に進め
重症化予防をし、被保険者等の健康保持増進と医療費の
削減につなげる。

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
被保険者の平均年齢が男女ともに過去より上がってきている。  近年、若者の雇用が少なく、年配者の採用が増えている。

また定年の延長などによることも影響していると考えられる。
この流れは止められないので、高齢者に対する保健事業も考えて
いかなけばならない。

2
当健康保健組合には医療専門職が不在。  医療専門職が不在の為、今迄は一般的な保健事業を展開してきたが

今後は予防医学的な知識・経験が必要な保健事業を事業所の産業医や
委託事業者に聞いて決めていく。

3
特定保健指導の実施率は厚生労働省の目標値を大きく下回っている。  特定保健指導を受けた方が、再度対象者にならないように

改善率を重視した保健指導を行っていく。
また、対象者は少ないものの被扶養者に対する特定保健指導も
実施していく予定。

4
令和6年度の保健事業費の割合は医療費や拠出金など他の経常支出が
増えた為、低く設定されている。  医療費や拠出金は下げられない支出なので、

限られた予算の中で効果的な保健事業を構築しなければならない。
すべての保健事業の効果及び結果を検証し、医療費の削減等につながる保健事業を慎重
に構築していく。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

ク，ケ，コ

イ，サ

エ，オ，カ，
キ

令和6年04月03日  [ この内容は未確定です。] 

1



1 生活習慣病のリスク保有者が、なかなか減少しない。  実績報告にはならないが、40歳未満の肥満者や生活習慣病リスク
保有者等に対する支援も検討し、新たな対象者を増やさない。

2 ホームページを昨年度より立ち上げたが、そのことを知らない加入者も
存在している。  当健康保険組合のホームページの存在を加入者に再度アピールし、

多くの方にアクセスしてもらえるようなホームページを作成する。
3 人間ドック・婦人科健診などの受診者が固定化されている。

被扶養者の特定健診受診率が、相変わらず一定以上上がらない。  健診の受診勧奨の促進。
人間ドックの年齢節目健診を事業所とのコラボヘルスで検討中。

4 スポーツジムの利用者が固定化されている。
また旅行補助金の申請者も同じく固定化されている。  これらの保健事業も積極的にアピールはしていないので、

多くの加入者にアピールしていく。有効なアピール方法を考案中。

令和6年04月03日  [ この内容は未確定です。] 

2



STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　疾病予防 　禁煙対策事業の実施
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　加入者へのわかりやすい情報提供
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査受診率の向上
　特定保健指導事業 　特定保健指導対象者の減少
　保健指導宣伝 　後発医薬品（ジェネリック医薬品）の利用促進
　保健指導宣伝 　医療費通知の実施
　疾病予防 　人間ドック・脳ドック等の費用補助
　疾病予防 　成人病健診（がん健診）等の実施
　疾病予防 　婦人科健診の実施
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種の補助
　体育奨励 　体力づくり
　その他 　宿泊旅行の補助
　予算措置なし 　ハイリスク者に対する受診勧奨の実施
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的 事業全体の目標

令和6年04月03日 [ この内容は未確定です。]

1



職場環境の整備
疾
病
予
防

1,5 既
存

禁煙対策事業
の実施 全て 男女

20
〜
74

加入者
全員 ３ ス - ア - 外部委託しない 100

禁煙外来の補助事業や禁煙セミナーへの
参加の呼びかけは、健康保健組合が主体と
なって実施し、勤務時間内や事業所敷地内
での禁煙等の実施は事業所が主体となって
実施する。

全事業所の喫煙率の低減。 医療費総額が増えている。

喫煙率の減少(【実績値】28％　【目標値】令和6年度：26％)現在たばこを習慣的に吸っている人の割合を減らす。 喫煙の疾患による医療費の削減(【実績値】14,700円　【目標値】令和6年度：13,000円)呼吸器系疾患の一人当たりの医療費の削減を指標とする。
加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存

加入者へのわ
かりやすい情
報提供

全て 男女

15
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス - ウ - 外部委託しない 1,100

年1回、当健保組合発行の機関誌を被保険者に送付。
健康情報誌「すこやかファミリー」を
被扶養者のいる世帯に年4回送付。
ホームページを利用して健康に関する情報を随時提供

加入者への健康に対する意識付けをし、
当健康保健組合で実施する保健事業への積
極的参加をしてもらう。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

保健事業への参加率(【実績値】68％　【目標値】令和6年度：70％)令和6年度に当健康保健組合で計画した保健事業費の使用金額で割合を算出する。 -
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健康診査
受診率の向上 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 ２ イ,ケ

被保険者に対しては事業主が行う定期健診
と併せて共同実施。
被扶養者に対しては健保組合が主体となっ
て健診の案内文書や申込書を送付して受診
を促進。

ア,カ
健康状況の把握及び
リスク者のスクリー
ニング

外部委託しない 850
受診対象となる被扶養者に対して
健診の案内文書及び申込書を送付。
希望者は子宮がん健診も同時に受診出来る。
居住地域での巡回健診や健保連の集合契約
Aでも受診出来るよう選択肢を増やした。

健診実施率を向上させ、重症化及び生活習
慣病の予防を図る。 該当なし

特定健診実施率(【実績値】88％　【目標値】令和6年度：90％)医療機関との個別契約は4か所、巡回健診は10会場での受診機会を設ける。
その他　健保連と集合契約Aを締結していて扶養者が都合の良い方法で受診申し込みができる。 生活習慣リスク保有者率(【実績値】29％　【目標値】令和6年度：27％)-

- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】18％　【目標値】令和6年度：15％)-
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導
対象者の減少 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 １ ク,ケ

令和4年度より改善率を重視してICT面談に
よる委託業者を変更しライザップに依頼す
る。
なお、従来の委託業者による個別面談での
特定保健指導も選択肢とし残している。

ア,カ,コ
事業主の理解を得て
勤務時間内での面談
を実施。

外部委託しない 1,100 積極的支援者を中心に参加を促してきたが動機付支援者も参加を促し改善率の向上につなげる。
また、対象者は少ないが被扶養者に対しても参加を呼びかけ実施率をあげたい。

特定保健指導の実施による生活習慣病のリ
スク保持者の生活習慣・健康状況の改善。
特定保健指導対象者の減少。

特定保健指導実施率が低い。

特定保健指導実施率(【実績値】25％　【目標値】令和6年度：28％)被扶養者に対する特定保健指導参加の呼びかけ。
案内文書の作成及び送付。 特定保健指導対象者割合(【実績値】18％　【目標値】令和6年度：16％)改善率を向上させ、対象者を減少させる。

保
健
指
導
宣
伝

2,7 既
存

後発医薬品（
ジェネリック
医薬品）の利
用促進

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス

当健保組合加入者への後発医薬品の希望カ
ード、シール等の配布。
機関誌等を利用した使用促進のアピール。

シ 後発医薬品の使用割
合をあげる。 外部委託しない 0

機関誌等によるジェネリック医薬品の
使用促進。
ジェネリックシールの配布。

後発医薬品の使用促進。
調剤医療費の適正化。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

後発医薬品の使用促進(【実績値】85％　【目標値】令和6年度：85％)- 調剤医療費の適正化(【実績値】30,000円　【目標値】令和6年度：28,000円)1人当たりの年間調剤医療費を削減していく。

2,8 既
存

医療費通知の
実施 全て 男女

15
〜
74

被保険
者 １ ス 各世帯ごとに年1回（2月）医療費通知を実

施。 シ
1年間（1月から12月
まで）の医療費のお
知らせを作成し、事
業所を通して各被保
険者に送付している

外部委託しない 55
医療費控除としても利用出来るように
2月中旬に被保険者に送付する。
医療費を認識してもらうことで、
健康に対する意識を高める。

1年間で健保で負担している医療費を認識し
てもらう。
医療費の適正化をめざす。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

医療費の認識(【実績値】50％　【目標値】令和6年度：60％)令和5年度の認識を50％と設定し、医療費が前年度より下がった場合は認識されたことにする。 医療費の適正化(【実績値】140,000円　【目標値】令和6年度：130,000円)1人当たりにかかる年間医療費を徐々に適正化していく

疾
病
予
防

2,3 既
存

人間ドック・
脳ドック等の
費用補助

全て 男女
40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ウ,オ,コ

契約医療機関での人間ドック・脳ドックの
利用は、1年度1医療機関で1コースのみとす
る。
未契約医療機関での利用は1年度中に人間ド
ックか脳ドックのいずれか1回、20,000円を
上限に補助

カ

令和6年度の契約医療
機関は6か所で、15,0
00円から30,000円の
自己負担をしてもら
い、
差額を当健康保健組
合で負担する。
未契約医療機関で受
診した場合は、補助
金申請書と領収書の
原本及び健診結果の
コピー等を添付
して健保組合に請求
してもらっている。

外部委託しない 2,400
契約医療機関で受診した費用の一部補助。
契約医療機関での受診が不便な被保険者や
被扶養者を考慮して契約外の医療機関で
受診した場合も一律2万円の補助を実施。

健康状態の確認。疾病の早期発見・早期治
療による重症化の予防。医療費の削減。 医療費総額が増えている。

人間ドック等の受診(【実績値】10人　【目標値】令和6年度：15人)- 医療費の削減(【実績値】95,000円　【目標値】令和6年度：93,000円)1人当たりの被保険者の年間医科医療費を削減する。

令和6年04月03日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

注2)
事業名

対象者 注3)
実施
主体

注4)
プロセス

分類
実施方法

注5)
ストラク

チャー
分類

実施体制 外部委託先 予算額
(千円) 実施計画 事業目標 健康課題との関連対象

事業所 性別 年
齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標

2



3 既
存

成人病健診（
がん健診）等
の実施

全て 男女
15
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ウ,ケ

血液・尿検査は、35歳以上全員実施。胃部
検査・大腸がん検査は、35歳以上の希望者
を対象として
実施している。前立腺検査は50歳以上の希
望者を対象に、子宮がん検査は女性の希望
者全員を
対象に実施する。
令和5年度よりがん健診を受診した基準該当
者の被保険者・被扶養者に対して単独がん
健診の補助も
実施。

ア,カ

事業所で実施してい
る定期健診と成人病
健診を同時に受診出
来るように設定して
いる。
一部の事業所では、
胃部検査を内視鏡検
査で受診することも
可能。

外部委託しない 4,030 令和６年度は、前年度の受診実績の
5％上乗せを目標値として計画する。 早期発見・早期治療による医療費の削減。 該当なし（これまでの経緯等で実施する事業

）

成人病健診の受診率(【実績値】50％　【目標値】令和6年度：55％)- 医療費の削減(【実績値】16,000円　【目標値】令和6年度：15,000円)癌治療に関わる医療費の削減

3 既
存

婦人科健診の
実施 全て 女性

40
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

１ ウ
対象者は40歳から74歳までの被扶養者。
特定健診受診の他に希望者は子宮がん検診
の受診も可能。

カ

特定健診及び子宮が
ん健診の費用は健保
組合の全額負担。
申込者は巡回健診か
契約医療機関等での
受診が可能。

外部委託しない 400
被扶養者の子宮がん健診の受診希望者に
対して費用の全額負担。
乳がん健診の実施も取り入れる事を考案中。

婦人科疾患の早期発見及び早期治療による
重症化の予防。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

婦人科健診の受診(【実績値】20人　【目標値】令和6年度：22人)子宮がん健診を希望し、受診した被扶養者の人数を把握 特定健診の受診率(【実績値】54％　【目標値】令和6年度：55％)特定健診の実施率を上げるために希望者に対して子宮がん健診を受診出来るようにした。

8 既
存

インフルエン
ザ予防接種の
補助

全て 男女
3

〜
74

被保険
者,被扶

養者
２ ケ

事業所が主体で被保険者・被扶養者に対し
予防接種の案内をしてもらい、
当健康保健組合では費用の一部を負担して
いる。

ア

集団予防接種の料金
を基準として1/3を上
限として補助。2/3は
事業所と接種者自身
で負担。
（令和5年度は、3,60
0円の料金で、1/3の1
,200円を上限とした
。）
13歳未満の扶養者で
２回接種した場合は
、２回分を補助の対
象とする。

外部委託しない 1,680 インフルエンザ予防接種を受けた者に
対する費用の一部補助。

インフルエンザの予防及び重篤化の予防。
医療費の削減。 医療費総額が増えている。

インフルエンザ予防接種(【実績値】60％　【目標値】令和6年度：63％)未接種者を減らし、なるべく多くの加入者に接種してもらう。 医療費の削減(【実績値】12,000円　【目標値】令和6年度：11,000円)-

体
育
奨
励

2,5 既
存 体力づくり 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,被扶

養者
１ ケ

当健保組合がスポーツジム経営の会社と施
設利用契約を結び、年会費を払うことで、
健保組合に
加入している被保険者及び被扶養者が、特
別割引料金で施設を利用出来るようになっ
ている。

ア

事業所に施設利用の
際に提示する割引チ
ケットを配布し、施
設利用希望の被保険
者や被扶養者に
渡してもらっている
。

外部委託しない 496 スポーツジムと施設利用契約を結び、
被保険者・被扶養者に告知し利用してもらう

加入者への運動習慣の定着。特定保健指導
後の健康づくりの機会の提供。 該当なし

スポーツジム施設の利用(【実績値】5人　【目標値】令和6年度：6人)- 特定保健指導対象者の減少(【実績値】120人　【目標値】令和6年度：117人)-
適切な運動習慣を有する者の割合(【実績値】27％　【目標値】令和6年度：28％)適切な運動習慣を定着させる。 -

そ
の
他

5 既
存

宿泊旅行の補
助 全て 男女

4
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ス

当健保に加入している被保険者・被扶養者
が申請の対象者である。
令和6年4月1日から令和7年3月末までの1年
間を申請対象期間として、被保険者一人当
たり6,000円を
限度に補助。

シ
被保険者個人による
旅行の補助の申請が
原則。

外部委託しない 1,200
宿泊を伴った旅行に行った者に対する
一部補助。
機関誌等を利用した被保険者への周知活動。

加入者の健康保持やリフレッシュ。（メン
タルケア）

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

宿泊旅行の補助利用(【実績値】30人　【目標値】令和6年度：40人)- -
(アウトカムは設定されていません)

予
算
措
置
な
し

2,4 既
存

ハイリスク者
に対する受診
勧奨の実施

全て 男女
40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

３ イ,エ
事業所とのコラボヘルスによる健診の結果
から要精密検査となった方の受診状況を確
認し
受診勧奨を実施。

カ

医療機関の健診結果
報告書を利用して受
診勧奨を実施し、一
定期間経過後に、受
診状況を
レセプトで確認。

外部委託しない 0 健診の結果から医療機関での受診が必要な
リスク者を把握し、受診勧奨を実施。

健診結果が受診勧奨領域にある高リスク者
を早期受診につなげる。

高血圧症で内服治療中でかつ血圧値が受診勧
奨基準値以上の者と、糖尿病で内服治療中で
かつ血糖値が受診勧奨基準値以上の者が一定
数存在することが確認された。

受診勧奨通知による受診(【実績値】50％　【目標値】令和6年度：55％)- 高血圧のリスク保有者の割合(【実績値】48％　【目標値】令和6年度：46％)-
- 糖尿病のリスク保有者の割合(【実績値】32％　【目標値】令和6年度：30％)-

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) 事業名の後に「*」がついている事業は共同事業を指しています。また、事業名の後に「**」がついている事業はPFS事業を指しています。
注３) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注４) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注５) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

令和6年04月03日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

注2)
事業名

対象者 注3)
実施
主体

注4)
プロセス

分類
実施方法

注5)
ストラク

チャー
分類

実施体制 外部委託先 予算額
(千円) 実施計画 事業目標 健康課題との関連対象

事業所 性別 年
齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　疾病予防 　禁煙対策事業の実施
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　加入者へのわかりやすい情報提供
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査受診率の向上
　特定保健指導事業 　特定保健指導対象者の減少
　保健指導宣伝 　後発医薬品（ジェネリック医薬品）の利用促進
　保健指導宣伝 　医療費通知の実施
　疾病予防 　人間ドック・脳ドック等の費用補助
　疾病予防 　成人病健診（がん健診）等の実施
　疾病予防 　婦人科健診の実施
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種の補助
　体育奨励 　体力づくり
　その他 　宿泊旅行の補助
　予算措置なし 　ハイリスク者に対する受診勧奨の実施
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的 事業全体の目標

令和6年04月03日 [ この内容は未確定です。]

1



職場環境の整備
疾
病
予
防

1,5 既
存

禁煙対策事業
の実施 全て 男女

20
〜
74

加入者
全員 ３ ス - ア - 外部委託しない 100

禁煙外来の補助事業や禁煙セミナーへの
参加の呼びかけは、健康保健組合が主体と
なって実施し、勤務時間内や事業所敷地内
での禁煙等の実施は事業所が主体となって
実施する。

全事業所の喫煙率の低減。 医療費総額が増えている。

喫煙率の減少(【実績値】28％　【目標値】令和6年度：26％)現在たばこを習慣的に吸っている人の割合を減らす。 喫煙の疾患による医療費の削減(【実績値】14,700円　【目標値】令和6年度：13,000円)呼吸器系疾患の一人当たりの医療費の削減を指標とする。
加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存

加入者へのわ
かりやすい情
報提供

全て 男女

15
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス - ウ - 外部委託しない 1,100

年1回、当健保組合発行の機関誌を被保険者に送付。
健康情報誌「すこやかファミリー」を
被扶養者のいる世帯に年4回送付。
ホームページを利用して健康に関する情報を随時提供

加入者への健康に対する意識付けをし、
当健康保健組合で実施する保健事業への積
極的参加をしてもらう。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

保健事業への参加率(【実績値】68％　【目標値】令和6年度：70％)令和6年度に当健康保健組合で計画した保健事業費の使用金額で割合を算出する。 -
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健康診査
受診率の向上 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 ２ イ,ケ

被保険者に対しては事業主が行う定期健診
と併せて共同実施。
被扶養者に対しては健保組合が主体となっ
て健診の案内文書や申込書を送付して受診
を促進。

ア,カ
健康状況の把握及び
リスク者のスクリー
ニング

外部委託しない 850
受診対象となる被扶養者に対して
健診の案内文書及び申込書を送付。
希望者は子宮がん健診も同時に受診出来る。
居住地域での巡回健診や健保連の集合契約
Aでも受診出来るよう選択肢を増やした。

健診実施率を向上させ、重症化及び生活習
慣病の予防を図る。 該当なし

特定健診実施率(【実績値】88％　【目標値】令和6年度：90％)医療機関との個別契約は4か所、巡回健診は10会場での受診機会を設ける。
その他　健保連と集合契約Aを締結していて扶養者が都合の良い方法で受診申し込みができる。 生活習慣リスク保有者率(【実績値】29％　【目標値】令和6年度：27％)-

- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】18％　【目標値】令和6年度：15％)-
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導
対象者の減少 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 １ ク,ケ

令和4年度より改善率を重視してICT面談に
よる委託業者を変更しライザップに依頼す
る。
なお、従来の委託業者による個別面談での
特定保健指導も選択肢とし残している。

ア,カ,コ
事業主の理解を得て
勤務時間内での面談
を実施。

外部委託しない 1,100 積極的支援者を中心に参加を促してきたが動機付支援者も参加を促し改善率の向上につなげる。
また、対象者は少ないが被扶養者に対しても参加を呼びかけ実施率をあげたい。

特定保健指導の実施による生活習慣病のリ
スク保持者の生活習慣・健康状況の改善。
特定保健指導対象者の減少。

特定保健指導実施率が低い。

特定保健指導実施率(【実績値】25％　【目標値】令和6年度：28％)被扶養者に対する特定保健指導参加の呼びかけ。
案内文書の作成及び送付。 特定保健指導対象者割合(【実績値】18％　【目標値】令和6年度：16％)改善率を向上させ、対象者を減少させる。

保
健
指
導
宣
伝

2,7 既
存

後発医薬品（
ジェネリック
医薬品）の利
用促進

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス

当健保組合加入者への後発医薬品の希望カ
ード、シール等の配布。
機関誌等を利用した使用促進のアピール。

シ 後発医薬品の使用割
合をあげる。 外部委託しない 0

機関誌等によるジェネリック医薬品の
使用促進。
ジェネリックシールの配布。

後発医薬品の使用促進。
調剤医療費の適正化。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

後発医薬品の使用促進(【実績値】85％　【目標値】令和6年度：85％)- 調剤医療費の適正化(【実績値】30,000円　【目標値】令和6年度：28,000円)1人当たりの年間調剤医療費を削減していく。

2,8 既
存

医療費通知の
実施 全て 男女

15
〜
74

被保険
者 １ ス 各世帯ごとに年1回（2月）医療費通知を実

施。 シ
1年間（1月から12月
まで）の医療費のお
知らせを作成し、事
業所を通して各被保
険者に送付している

外部委託しない 55
医療費控除としても利用出来るように
2月中旬に被保険者に送付する。
医療費を認識してもらうことで、
健康に対する意識を高める。

1年間で健保で負担している医療費を認識し
てもらう。
医療費の適正化をめざす。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

医療費の認識(【実績値】50％　【目標値】令和6年度：60％)令和5年度の認識を50％と設定し、医療費が前年度より下がった場合は認識されたことにする。 医療費の適正化(【実績値】140,000円　【目標値】令和6年度：130,000円)1人当たりにかかる年間医療費を徐々に適正化していく

疾
病
予
防

2,3 既
存

人間ドック・
脳ドック等の
費用補助

全て 男女
40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ウ,オ,コ

契約医療機関での人間ドック・脳ドックの
利用は、1年度1医療機関で1コースのみとす
る。
未契約医療機関での利用は1年度中に人間ド
ックか脳ドックのいずれか1回、20,000円を
上限に補助

カ

令和6年度の契約医療
機関は6か所で、15,0
00円から30,000円の
自己負担をしてもら
い、
差額を当健康保健組
合で負担する。
未契約医療機関で受
診した場合は、補助
金申請書と領収書の
原本及び健診結果の
コピー等を添付
して健保組合に請求
してもらっている。

外部委託しない 2,400
契約医療機関で受診した費用の一部補助。
契約医療機関での受診が不便な被保険者や
被扶養者を考慮して契約外の医療機関で
受診した場合も一律2万円の補助を実施。

健康状態の確認。疾病の早期発見・早期治
療による重症化の予防。医療費の削減。 医療費総額が増えている。

人間ドック等の受診(【実績値】10人　【目標値】令和6年度：15人)- 医療費の削減(【実績値】95,000円　【目標値】令和6年度：93,000円)1人当たりの被保険者の年間医科医療費を削減する。

令和6年04月03日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
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新
規
既
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実施
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齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標
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3 既
存

成人病健診（
がん健診）等
の実施

全て 男女
15
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ウ,ケ

血液・尿検査は、35歳以上全員実施。胃部
検査・大腸がん検査は、35歳以上の希望者
を対象として
実施している。前立腺検査は50歳以上の希
望者を対象に、子宮がん検査は女性の希望
者全員を
対象に実施する。
令和5年度よりがん健診を受診した基準該当
者の被保険者・被扶養者に対して単独がん
健診の補助も
実施。

ア,カ

事業所で実施してい
る定期健診と成人病
健診を同時に受診出
来るように設定して
いる。
一部の事業所では、
胃部検査を内視鏡検
査で受診することも
可能。

外部委託しない 4,030 令和６年度は、前年度の受診実績の
5％上乗せを目標値として計画する。 早期発見・早期治療による医療費の削減。 該当なし（これまでの経緯等で実施する事業

）

成人病健診の受診率(【実績値】50％　【目標値】令和6年度：55％)- 医療費の削減(【実績値】16,000円　【目標値】令和6年度：15,000円)癌治療に関わる医療費の削減

3 既
存

婦人科健診の
実施 全て 女性

40
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

１ ウ
対象者は40歳から74歳までの被扶養者。
特定健診受診の他に希望者は子宮がん検診
の受診も可能。

カ

特定健診及び子宮が
ん健診の費用は健保
組合の全額負担。
申込者は巡回健診か
契約医療機関等での
受診が可能。

外部委託しない 400
被扶養者の子宮がん健診の受診希望者に
対して費用の全額負担。
乳がん健診の実施も取り入れる事を考案中。

婦人科疾患の早期発見及び早期治療による
重症化の予防。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

婦人科健診の受診(【実績値】20人　【目標値】令和6年度：22人)子宮がん健診を希望し、受診した被扶養者の人数を把握 特定健診の受診率(【実績値】54％　【目標値】令和6年度：55％)特定健診の実施率を上げるために希望者に対して子宮がん健診を受診出来るようにした。

8 既
存

インフルエン
ザ予防接種の
補助

全て 男女
3

〜
74

被保険
者,被扶

養者
２ ケ

事業所が主体で被保険者・被扶養者に対し
予防接種の案内をしてもらい、
当健康保健組合では費用の一部を負担して
いる。

ア

集団予防接種の料金
を基準として1/3を上
限として補助。2/3は
事業所と接種者自身
で負担。
（令和5年度は、3,60
0円の料金で、1/3の1
,200円を上限とした
。）
13歳未満の扶養者で
２回接種した場合は
、２回分を補助の対
象とする。

外部委託しない 1,680 インフルエンザ予防接種を受けた者に
対する費用の一部補助。

インフルエンザの予防及び重篤化の予防。
医療費の削減。 医療費総額が増えている。

インフルエンザ予防接種(【実績値】60％　【目標値】令和6年度：63％)未接種者を減らし、なるべく多くの加入者に接種してもらう。 医療費の削減(【実績値】12,000円　【目標値】令和6年度：11,000円)-

体
育
奨
励

2,5 既
存 体力づくり 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,被扶

養者
１ ケ

当健保組合がスポーツジム経営の会社と施
設利用契約を結び、年会費を払うことで、
健保組合に
加入している被保険者及び被扶養者が、特
別割引料金で施設を利用出来るようになっ
ている。

ア

事業所に施設利用の
際に提示する割引チ
ケットを配布し、施
設利用希望の被保険
者や被扶養者に
渡してもらっている
。

外部委託しない 496 スポーツジムと施設利用契約を結び、
被保険者・被扶養者に告知し利用してもらう

加入者への運動習慣の定着。特定保健指導
後の健康づくりの機会の提供。 該当なし

スポーツジム施設の利用(【実績値】5人　【目標値】令和6年度：6人)- 特定保健指導対象者の減少(【実績値】120人　【目標値】令和6年度：117人)-
適切な運動習慣を有する者の割合(【実績値】27％　【目標値】令和6年度：28％)適切な運動習慣を定着させる。 -

そ
の
他

5 既
存

宿泊旅行の補
助 全て 男女

4
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ス

当健保に加入している被保険者・被扶養者
が申請の対象者である。
令和6年4月1日から令和7年3月末までの1年
間を申請対象期間として、被保険者一人当
たり6,000円を
限度に補助。

シ
被保険者個人による
旅行の補助の申請が
原則。

外部委託しない 1,200
宿泊を伴った旅行に行った者に対する
一部補助。
機関誌等を利用した被保険者への周知活動。

加入者の健康保持やリフレッシュ。（メン
タルケア）

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

宿泊旅行の補助利用(【実績値】30人　【目標値】令和6年度：40人)- -
(アウトカムは設定されていません)

予
算
措
置
な
し

2,4 既
存

ハイリスク者
に対する受診
勧奨の実施

全て 男女
40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

３ イ,エ
事業所とのコラボヘルスによる健診の結果
から要精密検査となった方の受診状況を確
認し
受診勧奨を実施。

カ

医療機関の健診結果
報告書を利用して受
診勧奨を実施し、一
定期間経過後に、受
診状況を
レセプトで確認。

外部委託しない 0 健診の結果から医療機関での受診が必要な
リスク者を把握し、受診勧奨を実施。

健診結果が受診勧奨領域にある高リスク者
を早期受診につなげる。

高血圧症で内服治療中でかつ血圧値が受診勧
奨基準値以上の者と、糖尿病で内服治療中で
かつ血糖値が受診勧奨基準値以上の者が一定
数存在することが確認された。

受診勧奨通知による受診(【実績値】50％　【目標値】令和6年度：55％)- 高血圧のリスク保有者の割合(【実績値】48％　【目標値】令和6年度：46％)-
- 糖尿病のリスク保有者の割合(【実績値】32％　【目標値】令和6年度：30％)-

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) 事業名の後に「*」がついている事業は共同事業を指しています。また、事業名の後に「**」がついている事業はPFS事業を指しています。
注３) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注４) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注５) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

令和6年04月03日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
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